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再任用職員の皆さん！声を上げましょう！
なぜ再任用職員だけボーナスが半分？いつまで不当に差別を続けるのか！
来年度からの定年延長者はボーナス満額！組合に結集して確定闘争での改善を勝ち取ろう！

6月30日のボーナス支給日、今年から再任用になられた方は、その額を見て愕然とされたのではないでしょうか。また、2年目以降の再任用の方も、やるせない思いをされた方が多いと思います。
再任用職員のボーナスは下記のとおり、現役職員、臨任職員、会計年度任用職員の約半分の支給率です。
〇一般職員のボーナス支給率

	年度
	区分
	6月期
	12月期

	2023年度
	期末手当
	1.20
	1.20

	
	勤勉手当
	1.00
	1.00


〇再任用職員のボーナス支給率

	年度
	区分
	6月期
	12月期

	2023年度
	期末手当
	0.675
	0.675

	
	勤勉手当
	0.475
	0.475


現行再任用制度成立の経緯

再任用制度導入時は、○短時間勤務が基本、〇65歳以前でも公的年金が支給されていたことから、年金をもらいながら短時間働くことが基本でした。
したがって、公的年金の受給を可能とするために、ボーナスの支給率が低いことも、月例給が低いことも当時は一定の合理性はありました。

年金も出ず、仕事は何も変わらない！
しかし再任用職員制度導入時とは異なり、現在ほとんどの再任用職員は年金の支給対象ではありません。

　また、再任用職員の格付けが、従来の5級から4級に引き下げられた時も問題になりましたが、現在の再任用職員はフルタイムが基本で仕事の量も質も、現役時代とほとんど変わらない職員が圧倒的多数です。

再任用職員の年収は現役時代の約５割強
　一般事務の多くを占める行政職（１）給料表適用者を例にすると、副主（技）幹5級101号で定年退職した場合、退職以前の賃金は地域手当12.09％込で、月額442,755円です（通勤手当等諸手当を含めず）。
　定年退職後に再任用されると、多くの職員は主査級の4級再任用職員とされます。4級再任用の賃金は地域手当込で月額307,799円、現役の約69.5％です。
　ところが現役職員はボーナスの年間支給率は4.4月、再任用職員は2.3月で、年収ベースで比較すると退職前は7,261,182円、再任用後は3,926,780円となり、現役時代の約54％の年収となります。

定年延長者との格差も

来年4月から、今年度中に60歳に到達する職員は定年延長となります。定年延長後の賃金は、退職時の70％となりますが、ボーナスの支給率をはじめ諸手当は60歳以前と同様です（再任用職員は、扶養手当、住居手当等の生活関連手当は不支給）。
来年3月時点で5級101号の職員の4月以降の月額賃金は309,928円で再任用者の月額賃金307,799円との差は2千円程度です。しかしこれが年収ベースになると定年延長者は5,082,819円となり、再任用職員の3,926,780円との差は1,156,039円となります。
今期確定闘争で再任用制度の改善を！

　再任用職員と定年延長者で仕事の内容が大きく異なるとは到底思えません。また、定年延長者も再任用に移行すると、現行再任用職員と同様の処遇となります。
　いい加減に再任用職員だけ差別する処遇を改めないと、来年度以降職場が混乱することは避けられません。
　再任用職員のみなさん！自治労県職労に結集して、今期確定闘争で再任用制度の改善を実現しましょう！

自治労県職連合　第１５回定期大会

自治労県職労　第４２回定期大会

にすべての職場から参加を！
○日時：9月1日（金）14時～

○場所：波止場会館　４階
